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研究成果の概要（和文）：フレイルが地域高齢者の医療・介護費用に及ぼす影響を分析し、介護予防を目的とし
た自治体主催の教室活動などによって自立した高齢者がフレイルを予防できるかを調べた。独自に開発されたフ
レイルのスクリーニング指標を使用し、北海道美唄市在住の介護保険の認定を受けていない75歳以上高齢者の年
間医療費と市特有の介護予防事業（貯筋体操自主グループ活動）のフレイル予防効果を調べた。
フレイルの有無別にみた平成29年度の1人あたり平均医療費は、フレイル「あり」群が約82万円、「なし」群が
約52万円と「あり」群の方が有意に高額で、介護予防事業のフレイル抑制効果の傾向も認められた。

研究成果の概要（英文）：This study examined the impact of frailty on medical and long-term care 
expenditures and verification of frailty preventive effect of disability prevention programs in an 
older Japanese population. The subjects were those aged 75 years and over (n=758) who responded to 
the survey (2018) in Bibai, Hokkaido, Japan. We defined frailty as a state in performing 4 items and
 over of 15 items (Frailty Index for Japanese elderly, FI-J) which were composed of un-intentional 
weight loss, history of falls, etc. Among 758 subjects, 175 subjects (23.1%) were judged to be 
frailty group, and 583 subjects (76.9%) non-frailty group. The mean medical expenditures per capita 
in fiscal 2017 were 820,000 yen in frailty group, while those in non- frailty group were 520,000 
yen.
Additionally, we confirmed frailty preventive effect of disability prevention programs conducted in 
Bibai by comparing incident of frailty between the disability prevention programs participants group
 and non- participants group.

研究分野： 公衆衛生学、医療経済学、老年学
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１．研究開始当初の背景 
Frailty（虚弱、以下フレイル）は高齢期に

様々な要因が関与して生じ、多臓器にわたり
生理的予備能が低下するためストレス耐性
が減弱し、adverse health outcomes（障害発
生、入院・入所、死亡など）を起こしやすい
病態とされているが 1)、我が国では最近まで
フレイルを判定する指標はなかった。新開ら
2)は要介護リスクのある高齢者を簡易にスク
リーニングする「介護予防チェックリスト」
を開発したが、さらに Fried ら 3)が開発した
「体重の減少」、「筋力が弱い」、「活力の低下」、
「歩行が遅い」、「身体活動が少ない」と定義
されたフレイルのスクリーニング指標と比
較することによって、「介護予防チェックリ
スト」は我が国の地域高齢者のフレイルのス
クリーニングにも応用できることを示した 4)

（以下、本チェクリストを FI-J(Frailty 
Index for Japanese elderly、下図参照)と示
す）。 
申請者は FI-J の開発に関わり、「虚弱」の

予知因子の解明 5)、そしてその地域高齢者の
将来の医療・介護費用に及ぼす影響を分析し
た 6)。しかしながら、一定の知見（独立的な
影響がある可能性が高い）は得られたが、デ
ータの精度、2008 年の医療制度改正後もこ
の知見が有効であるかなどにおいて課題を
残した。また、介護予防を目的とした自治体
主催の教室活動などは地域高齢者の「虚弱」
をも予防していると考えられるが、実際その
確証は得られていなかった。 
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２．研究の目的 
フレイルが地域高齢者の医療・介護費用に

及ぼす影響を分析し、介護予防を目的とした
自治体主催の教室活動などによって自立し
た高齢者がフレイルを予防できるかを調べ、
フレイル予防の費用抑制効果を検証する。 
 
３．研究の方法 
(1)研究対象 
平成 30年 3月に北海道美唄市在住 75歳以

上高齢者のうち、介護保険の認定を受けてい
ない地域高齢者（約 3,500 人）を対象として
健康調査（郵送調査）を行った。その調査票
に FI-J も含まれている。平成 30 年 3 月 12
日に調査票 3,371 通を発送し、1,172 人から
回答を得た（回収率 34.8%）。今回はそのうち
FI-J 全てに回答し、医療費データ使用にも使
用同意が得られた 758 人を分析対象とした。 
 
(2)分析方法 
フレイルの医療費への影響については、フ

レイルの有無別に平成 29 年度の一人あたり
平均医療費を比較した。なお、FI-J は最大
15 点（点数が高いほどフレイル）であり、本
研究では先行研究に従い、4 点未満をフレイ
ル「なし」、4点以上をフレイル「あり」とし
ている。 
医療費に関しては国民健康保険、後期高齢

者医療保険の決定点数に 10 を乗じ、入院の
場合には食事療養費をそれぞれ加算した。 
また、美唄市では転倒予防を中心とした介

護予防教室の参加者で、教室参加後に自主的
に予防活動を継続した高齢者の集団を「貯筋
体操自主グループ」と呼んでいる。このグル
ープ活動への参加状況とフレイルの有無に
ついても調べた。 
 
(3) 倫理的配慮 
本研究課題における郵送調査に関しては、



共同研究者が所属する札幌医大の倫理委員
会の審査に付され、承認されている（平成 30
年 2月 19 日承認）。また、医療費データにつ
いても郵送調査回答者から使用同意を得て、
データ管理者である北海道美唄市からも平
成 29年度における 75歳以上高齢者の医療費
使用許可を得ている。 
 
４．研究成果 
(1)分析結果 
分析対象者 758 人の男女割合は男 45.9%

（348 人）、女 54.1 %（410 人）、年齢の平均
値±標準偏差は 80.6±4.4 歳であった。 
 フレイルの有無については、「あり」群が
175 人（23.1 %）、「なし」群が 583 人（76.9%）
であった。 
 フレイルの有無別にみた平成 29 年度の 1
人あたり平均医療費は、「あり」群が約 82 万
円、「なし」群が約 52 万円と、「あり」群の
方が有意に高額であった（下図参照、t 検定
p<0.001）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 フレイル有無別平成 29 年度一人あたり
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 また、貯筋体操自主グループに「現在参加
している、または過去に参加したことがあ
る」群と「参加したことがない」群とで、フ
レイルの有無を比較すると、統計的に有意に
は至らなかったものの（Fisher の直接法、
p=0.142）、前者のフレイル「あり」は 19.8%、
後者が 24.7%と、貯筋体操自主グループ参加
がフレイル発症を抑制している傾向が認め
られた。 
 
(2)今後の課題 
本研究課題の申請時においては、平成 27

年度に平成 29 年度と同様の調査を実施し、
FI-J を用いてフレイル「あり」群と「なし」
群の 2年後の各群における死亡・介護保険認
定者（もしくはサービス利用者）数、もしく
は医療・介護費用を調べる予定であったが、
札幌医大の調査（健診）と時期が重なったこ
とから、この健診よりフレイルのデータを得
た。札幌医科大学とは本研究課題の対象フィ
ールドである北海道美唄市において過去に
共同研究を行った経緯もあり、今回この科研
費研究課題に関連して、美唄市で行う調査に
おける協力を依頼した。平成 27 年 9 月に札
幌医科大学が実施したこの健診は 75 歳以上

の美唄市在住の高齢者が対象であり、この健
診の対象者への質問票に高齢者の「フレイ
ル」を判定する FI-J を掲載してもらい、174
人から有効データを得た。本健診（調査）か
ら得られたデータから判定すると、フレイル
「なし」140 人（80.5%）、フレイル「なし」
34 人（19.5%）であった。今後は、このデー
タと平成 29 年度調査をリンクし、申請時に
予定していた分析を行う予定である。これに
より、フレイル「なし」から「あり」に陥る
ことによる医療・介護費用の影響をも調べる。 
今回、介護認定を受けていない 75 歳以上

高齢者を対象とした横断的な分析を行った
ため、介護費用は計上できなかったが、今回
作成したデータセットをベースラインとし
て介護認定の発生の追跡や、その後の介護費
用も計上する縦断的な分析も行っていく予
定である。 
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